
第５６回道州制特区提案検討委員会次第

日時 平成25年10月31日（木）15:00～17:00

場所 第２水産ビル ３階 ３Ｇ会議室

１ 開 会

２ 議 事

（１）分野別審議について

・ 高層木造建築物の性能評価に係る認定権限の移譲

・ 北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲

（２）答申案について

・ 第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲

・ 商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化

（３）次期委員会への申し送り事項について

（４）その他

３ 閉 会

【配付資料】

資料１ 道民アイデア等の審議状況

資料２ 高層木造建築物の性能評価に係る認定権限の移譲

資料３ 北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲

資料４ 答申案（第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲)

資料５ 答申案(商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化)

資料６ 次期委員会への申し送り事項（案）

参考資料１ 第６回答申に向けた道民提案及び庁内提案の検討状況等

参考資料２ 第６回答申に向けた道州制特区提案検討委員会 開催状況



席上配布資料

第５５回道州制特区提案検討委員会の審議結果概要について

■開催日時：平成２５年１０月８日（火）１５：００～１７：００

■開催場所：プレスト１・７ ２階 Ｃ・Ｄ会議室

■審議結果概要

議事（１）国から地方への事務・権限の移譲等について

◯事務局から次のとおり報告

・9月13日開催の国の第３回地方分権改革推進本部において「当面の方針案」を決定

・これにより、国は地方公共団体に移譲する事務・権限について、本年末頃までに

見直し方針を取りまとめることを正式に決定

議事（２）分野別審議について

◯３項目について分野別審議を行った結果、次の２項目については、答申の可否を判断

するために必要な情報の収集・整理等を行った上で、さらに分野別審議を継続

・高層木造建築物の性能評価に係る認定権限の移譲（資料１の№５）

・北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲（資料１の№６）

◯残る１項目「鳥獣保護法に係る危険猟法と類似の事務」（資料１の№11）については

一旦検討を終了

議事（３）整理案について

◯次の２項目に係る整理案を審議した結果、案のとおり答申案とし、次回審議すべきと

して了承

・第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲（資料１の№１）

・商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化（資料１の№７）



道民アイデア等の審議状況

審 議 状 況
区 分 審 議 事 項

№ ４９回 ５０回 ５１回 ５２回 ５３回 ５４回 ５５回 ５６回

１ 第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲 1次整理→ 分 野 別 審 議 整理案･保留 → 国の方 修正整理案了 答 申 案
針案が

２ 広域観光圏の指定権限の移譲 1次整理→ 分野別･保留 → → → 見えた → →
ため保

道民アイデア ３ 産業振興支援策の道への移譲 1次整･保留 留解除 → →

(H21年度～H23年度) ４ 自治体内を運行区域とする乗合タクシー等の許可権限の移譲 1次整理→ → →

５ 高層木造建築物の性能評価に係る認定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議

６ 北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議

７ 商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化 → 整 理 案 了 答 申 案

８ 指定医療機関の指定と類似の事務 庁内で 庁内で 国の動 → 国の方 → →
移譲済み４事 検討中 の検討 向を見 針案が
務関連項目等 ９ 調理師養成施設の指定と類似事務（栄養士養成施設の指定事務） である ・ 調整 極める → 見えた → →

こ と を 状況を ため検 ため保
10 総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）の承認監視指導等の権限 報告 報告 討保留 → 留解除 → →

11 鳥獣保護法に係る危険猟法と類似の事務 → 分野別審議了 一旦検討終了

【今後の審議予定事項】

◯道民アイデア（平成２４年度分）の第１次整理

～平成２４年度中に道（事務局）に寄せられた２１項目の道民アイデアについて審議

◯関連する事務・権限の移譲の可否等の検討・調整を要する事務・権限

～国から地方への報告聴取・立入検査等に限った移譲について許認可・措置命令等の関連する事務・権限を併せて移譲するよう特区提案できないか審議

資料１



高層木造建築物の性能評価

に係る設定権限の移譲

高層木造建築物の性能評価に係る認定権限について ・・・・・・・・１

高層木造建築物に係る主要構造部の耐火構造等認定事務 ・・・・・・２

防耐火構造等の認定に係る関係機関からのヒアリングについて ・・・３

建築基準法に基づく性能評価のご案内 ・・・・・・・・・・・・・４

諸外国における木造建築物の状況等について ・・・・・・・・・・８

資料２



高
層
木
造
建
築
物
の
性
能
評
価
に
係
る
認
定
権
限
に
つ
い
て

○
高
さ
が
１
３
ｍ
を
超
え
る

○
主
要
構
造
部
に
木
材
を
用
い
て
い
る

耐
火
建
築
物
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（
主
要
構
造
部
と
は
、
壁
、
柱
、
床
、
は
り
、

屋
根
又
は
階
段
を
い
う
）

【
耐
火
建
築
物
の
要
件
】

主
要
構
造
部
を

又
は

主
要
構
造
部
を

耐
火
構
造
と
す
る
こ
と

建
築
基
準
法
施
行
令
第
１
０
８
条
の
３
に

本
提
案
に
お
い
て
移
譲
を

定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
こ
と

求
め
て
い
る
権
限

ã

【
建
築
基
準
法
施
行
令
第
１
０
８
条
の
３
に
定
め
る
技
術
的
基
準
】

主
要
構
造
部
が
耐
火
性
能
検
証
法
に
よ
り

又
は

耐
火
性
能
検
証
法
の
基
準
に
相
当
す
る
も
の
と
し
て

確
か
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と

国
土
交
通
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
こ
と

ã

国
土
交
通
大
臣
の
認
定
に
当
た
っ
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
指
定

し
た
性
能
評
価
機
関
に
、
構
造
方
法
等
の
認
定
の
た
め
の
審
査
に

道
総
研
が
性
能
評
価
機
関
と
し
て
の

必
要
な
評
価
の
全
部
又
は
一
部
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

機
能
を
有
し
て
い
る
の
は
、
こ
の
部
分

（
た
だ
し
、
主
要
構
造
部
の
う
ち
壁
の
み
）

道
総
研
は
、
こ
こ
で
い
う
性
能
評
価
機
関
と
し
て
指
定
さ
れ
て
い
な
い

（
道
内
に
は
こ
こ
で
い
う
性
能
評
価
機
関
は
存
在
し
な
い
）
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高
層
木
造
建
築
物
に
係
る
主
要
構
造
部
の
耐
火
構
造
等
認
定
事
務

建
築
基
準
法
第
２
条
第

9号
の
２
イ

(1
)

【耐
火
構
造
：法
第

2条
第

1項
第

7号
】

建
築
基
準
法
第
２
条
第

9号
の
２
イ

(2
)

建
築
基
準
法
施
行
令
第
１
０
８
条
の
３

　
　
　
　
【政
令
で
定
め
る
基
準
】

国
土
交
通
大
臣
の
認
定

【
主
要
構
造
部
】

耐
火
性
能
検
証
法
の
基
準
に

相
当
す
る
も
の

【
主
要
構
造
部
】

道 総 研

評 価 可 能

指
定
性
能
評
価
機
関
に
よ
る
性
能
評
価

国
土
交
通
大
臣
の
認
定

柱 床 は
り

階
段
又
は
屋
根
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防
耐
火
構
造
等
の
認
定
に
係
る
関
係
機
関
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
つ
い
て

関
係
機
関
名

ニ
ー
ズ
や
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
状
況

道
が
認
定
権
限
の
移
譲
を
受
け
る
こ
と
で

想
定
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

そ
の
他
参
考
事
項

北
方
建
築

総
合
研
究
所

 ・
防

耐
火

構
造

の
性

能
評

価
試

験
の

件
数

は
、
最

近
１
０
年

   
間

は
、
年

間
４
～

８
件

で
推

移
。

 ・
申

請
者

は
多

く
は

道
外

企
業

 　
（
道

内
に

支
社

が
あ

る
本

州
企

業
）

 ・
製

品
開

発
は

大
手

メ
ー

カ
ー

が
長

け
て

お
り
、
必

然
的

に
本

   
州

企
業

か
ら

の
申

請
が

多
く
な

る
。

 　
北

海
道

に
も

地
場

産
材

を
活

用
し

た
申

請
が

過
去

に
あ

っ
た

   
が

、
最

近
は

申
請

が
減

少
し

て
い

る
。

 ・
北

総
研

で
は

現
在

、
構

造
に

関
し

「
壁

」
の

み
評

価
を

行
っ

て
   

い
る

が
、
柱

、
梁

、
床

な
ど

、
評

価
で

き
る

項
目

を
増

や
せ

   
ば

、
需

要
の

掘
り
起

こ
し

に
つ

な
が

る
と

思
わ

れ
る

。
 　
た

だ
し

、
評

価
項

目
を

増
や

す
に

は
新

た
に

耐
火

炉
を

設
置

   
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

等
相

当
な

設
備

投
資

が
必

要
で

あ
る

   
ほ

か
、
評

価
に

精
通

し
た

人
材

の
確

保
が

不
可

欠
で

あ
る

。

 ・
性

能
評

価
か

ら
認

定
ま

で
す

べ
て

道
内

で
完

結
で

き
る

こ
と

 　
に

な
れ

ば
、
そ

れ
ま

で
認

定
申

請
の

た
め

に
東

京
へ

出
向

 　
い

て
い

た
の

が
、
道

内
で

済
ま

せ
ら

れ
る

こ
と

に
な

る
。

 ・
た

だ
し

、
性

能
評

価
試

験
を

受
け

る
の

は
道

外
企

業
が

ほ
と

 　
ん

ど
あ

る
こ

と
か

ら
、
道

内
で

完
結

す
る

こ
と

に
対

し
て

、
特

に
 　
メ

リ
ッ

ト
は

感
じ

な
い

と
思

わ
れ

る
。

 ・
性

能
評

価
は

道
外

で
、
認

定
申

請
は

北
海

道
で

、
と

い
う

 　
方

式
も

可
能

に
な

る
が

、
あ

ま
り
想

定
で

き
な

い
。

 ・
防

耐
火

構
造

の
壁

の
性

能
評

価
を

で
き

る
機

関
は

全
国

で
   

５
つ

。

 ・
国

土
交

通
省

の
認

定
審

査
の

詳
細

は
不

明
だ

が
、
過

去
の

   
評

価
上

の
取

り
扱

い
と

異
な

る
場

合
は

、
評

価
機

関
が

国
土

   
交

通
省

か
ら

直
接

照
会

を
受

け
る

こ
と

が
あ

る
。

林
産
試
験
場

 ・
道

内
に

高
層

木
造

建
築

物
は

無
い

。
   

高
層

木
造

建
築

物
は

耐
久

性
や

強
度

と
と

も
に

高
度

な
耐

 　
火

性
能

が
求

め
ら

れ
る

も
の

で
あ

り
、
大

手
ゼ

ネ
コ

ン
が

施
 　
工

し
て

い
る

例
が

あ
る

の
み

。

 ・
高

層
木

造
建

築
の

需
要

を
起

こ
す

な
ら

ば
、
ま

ず
道

と
業

者
 　
が

共
同

研
究

を
す

る
な

ど
し

て
製

品
開

発
を

す
る

と
こ

ろ
か

ら
 　
始

め
る

べ
き

。
 　
道

内
に

は
、
高

層
木

造
建

築
に

係
る

技
術

を
も

っ
た

業
者

は
 　
な

い
。
ま

た
、
企

業
側

が
単

独
で

技
術

開
発

を
す

る
に

も
体

 　
力

面
で

困
難

。

 ・
こ

う
し

た
こ

と
か

ら
、
高

層
木

造
建

築
の

ニ
ー

ズ
は

生
じ

に
く
く
、

 　
認

定
権

限
を

移
譲

さ
れ

て
も

、
申

請
が

増
え

る
と

は
考

え
に

 　
く
い

。

 ・
認

定
権

限
の

移
譲

に
よ

り
、
認

定
に

要
す

る
期

間
が

少
し

短
 　
縮

さ
れ

る
可

能
性

は
あ

る
の

か
も

し
れ

な
い

が
、
認

定
ま

で
に

 　
最

も
時

間
を

要
す

る
の

は
性

能
評

価
。

 ・
性

能
評

価
機

関
の

設
備

や
人

材
を

充
実

さ
せ

な
け

れ
ば

、
 　
高

層
木

造
建

築
物

の
活

性
化

や
林

業
振

興
に

結
び

つ
か

 　
な

い
と

思
う
。

 ・
な

お
、
道

が
移

譲
を

受
け

た
こ

と
に

よ
る

デ
メ

リ
ッ

ト
は

特
に

 　
な

い
の

か
も

し
れ

な
い

が
、
ニ

ー
ズ

の
面

で
ど

う
な

の
か

。

 ・
国

が
行

っ
て

い
る

認
定

権
限

の
詳

細
は

わ
か

ら
な

い
が

、
特

 　
殊

な
製

品
の

審
査

で
あ

る
こ

と
か

ら
、
形

式
審

査
で

済
む

 　
も

の
で

は
な

い
と

思
わ

れ
る

。

 ・
「
木

造
建

築
物

の
耐

火
性

能
」
と

聞
く
と

、
壁

、
床

、
柱

な
ど

 　
部

分
で

は
な

く
、
構

造
を

含
め

て
建

物
一

体
と

し
て

考
え

る
。

 　
壁

の
み

の
性

能
評

価
に

係
る

認
定

権
限

と
い

う
の

は
ピ

ン
と

 　
こ

な
い

。
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建築基準法に基づく 

性能評価業務のご案内 
 

 

 

 

 

 

 

地方独立行政法人北海道立総合研究機構 
建築研究本部（北方建築総合研究所） 

4



1 
 
 

地方独立行政法人北海道立総合研究機構建築研究本部（北方建築総合研究

所）は、国土交通大臣より、「指定性能評価機関」の指定を受け、建築基準法

に基づく構造方法等の認定に必要な評価業務を行っています。 

 

■業務の範囲 

 建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第５９条第１号、第２号、第８号の３に掲げる

下記の業務を行っています。 

 種 類 建築基準法・施行令 項  目 （対象部材） 

防耐火構 
造及び防 
火設備 

（第１号） 

法第２条第７号 耐火構造 （耐力壁、非耐力壁） 

法第２条第７号の２ 準耐火構造 (耐力壁、非耐力壁、軒裏） 

法第２条第８号 防火構造 （耐力壁、非耐力壁、軒裏） 

法第２条第９号の２ロ 耐火建築物の防火設備に係る遮炎性能 

法第２３条 準防火構造 （耐力壁、非耐力壁） 

法第６４条 準防火地域の防火設備に係る準遮炎性能 

令第１１２条第１項 特定防火設備の遮炎性能 

令第１１４条第５項 
準耐火構造の界壁、間仕切り壁及び隔壁に用いる防火設備の遮炎

性能 

令第１１５条の２の２第１項第
１号 

耐火建築物とすることを要しない特殊建築物の加熱後の変形の
有無（耐力壁、非耐力壁、軒裏） 

令第１１５条の２の２第１項第
４号ハ 

耐火建築物とすることを要しない特殊建築物のひさしの遮炎性
能 

防火材料 
（第２号） 

法第２条第９号 不燃材料 

令第１条第５号 準不燃材料 

令第１条第６号 難燃材料   

ホルムア 
ルデヒド 
発散建築 
材料 

(第8号の3) 

令第２０条の７第２項 
建築材料からのホルムアルデヒドの発散速度  

0.02mg/㎡･h＜発散速度≦0.12mg/㎡･h 

令第２０条の７第３項 
建築材料からのホルムアルデヒドの発散速度 
 0.005mg/㎡･h＜発散速度≦0.02mg/㎡･h 

令第２０条の７第４項 
建築材料からのホルムアルデヒドの発散速度 
 発散速度≦0.005mg/㎡･h 

 

■業務区域 

 日本全域です。 

 

■業務規程 

 性能評価の業務は、国土交通大臣から認可を受けた「性能評価業務規程」（Ｐ21～27）に基づき実施

しています。 
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「試験体製作申込書」を提出してください。 

 

「試験体製作費用通知書」及び「試験体製作受託契約書」を

郵送しますので、申請者と当本部（道総研）の間で、試験体

製作受託契約を締結していただきます。 

 

受託契約締結後に「振込依頼書」を郵送しますので、金融機

関にて、納入期限（試験体製造業者への発注）までに試験体

製作費を納入してください。 

 

当本部にて、試験体製作を製造業者に発注し、建築研究本部

防耐火実験室内において試験体を製作します。 

必要に応じて、試験体の成分分析を外注します。 

 

■業務の流れ（防耐火構造及び防火設備） 
                     お問い合せ窓口は、下記のとおりです。 

                     建築研究本部総務部性能評価課 

                     電話 ０１６６－６６－４２４０（直通） 

                     評価内容、試験方法、試験体仕様、スケジュール、必要

経費等について試験担当者と事前協議を行っていただき

ます。 

                     事前協議の際に試験体製作申込書、性能評価申請書など、

必要な書類をお渡しします。 

 

 

 

 

 

 

「性能評価申請書」及び「添付図書」一式を各１部提出

してください。 

                     「引受承諾書」と性能評価手数料を納めていただくため

の「振込依頼書」を発行し、申請者あてに郵送します。 

                     送付された振込依頼書により、お近くの金融機関にて、

納入期限（試験開始前）までに手数料を納入してくださ

い。 

                      評価員立ち会いの下、試験を実施します。 

                      試験終了後、性能評価書の原案を作成し、性能評価審査
会にて、性能評価書（案）の審議を行います。 

                     性能評価審査会の審議結果を受け、「性能評価書」を発行

します。 
                     不適合の場合は、「性能評価判定基準に適合しない旨の通

知」を発行します。 

                      

 

■業務の流れ（防耐火構造及び望厦設備） 

 

国土交通大臣への認定申請は、申請者が行うことになり   

ます。※当本部では申請業務の代行はしておりません。 

（１）お問合せ 

（２）事前協議 

（３）試験体製作の申込 

（８）引受承諾 

振込依頼書の送付 

（９）性能評価手数料の 

納入 

（13）試験の実施 

（14）性能評価審査会 

    の実施 

 
（15）性能評価書の発行 

性
能
評
価
（
約
２
～
３
ヶ
月
） 

 

試
験
体
製
作
（
約
１
～
１
．
５
ヶ
月
） 

 

事
前
打
ち
合
わ
せ 

（４）試験体製作費通知 

試験体製作受託契約 

（５）試験体製作費用の 

納入 

（６）試験体の製作(外注) 

成分分析（外注） 

試験体管理 

（７）性能評価申請 

（16）国土交通大臣への 

   認定申請 

認
定
申
請 

6

058939
長方形



3 
 
 

■業務の流れ（防火材料及びホルムアルデヒド発散建築材料） 
お問い合せ窓口は、下記のとおりです。 

                     建築研究本部総務部性能評価課 

                     電話 ０１６６－６６－４２４０（直通） 

                     評価内容、試験方法、試験体仕様、スケジュール、必要

経費等について試験担当者と事前協議を行っていただき

ます。 

                     事前協議の際に技術指導依頼書、性能評価申請書など、

必要な書類をお渡しします。 

「性能評価申請書」及び「添付図書」一式を各１部提出

してください。 

                     「引受承諾書」と性能評価手数料を納めていただくため
の「振込依頼書」を発行し、申請者あてに郵送します。 

                     送付された振込依頼書により、お近くの金融機関にて、
納入期限（試験開始前）までに手数料を納入してくださ
い。 

                     試験体の採取に当本部職員が立会う（サンプリング調査）
場合は、「依頼試験等申込書」を提出してください。 

                     送付された振込依頼書により、お近くの金融機関にて、
納入期限までに手数料を納入してください。 

当本部職員立ち会いの下、業務方法書に基づき性能評価試
験の試験体を採取します。申請者が採取する場合は試験
体採取報告書を提出してください。 

評価員立ち会いの下、試験を実施します。 

                      試験終了後、性能評価書の原案を作成し、性能評価審査
会にて、性能評価書（案）の審議を行います。 

                     性能評価審査会の審議結果を受け、「性能評価書」を発行

します。 
                     不適合の場合は、「性能評価判定基準に適合しない旨の通

知」を発行します。 

 

 

 

 

 

国土交通大臣への認定申請は、申請者が行うことになり   

ます。※当本部では申請業務の代行はしておりません。 

（１）お問合せ 

（２）事前協議 

（８）引受承諾 

振込依頼書の送付 

（９）性能評価手数料の 

納入 

（13）試験の実施 

（14）性能評価審査会 

    の実施 

 
（15）性能評価書の発行 

性
能
評
価
（
約
２
～
３
ヶ
月
） 

 

事
前
打
ち
合
わ
せ 

（７）性能評価申請 

（10）依頼試験等申込書 

（11）サンプリング調査 

の手数料の納入 

（12）試験体の採取 

認
定
申
請 

（16）国土交通大臣への 

   認定申請 
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諸外国における木造建築物の状況等について

【国別木造建築の建設可能階数】

建設可能階数 国 名

制限なし スウェーデン、ノルウェー、デンマーク

８ 階 イギリス

６ 階 スイス、カナダ

４ 階 日本、オーストリア、フィンランド、スコットランド

【諸外国における木造建築推進の取組等】

○北欧諸国

・１９９０年代半ばから、木造建築物の火災安全性を確保するための新しい火災設計

技術の開発を推進

・各国の政府は、雇用拡大、輸出、国内産業の発展、エコロジーといった観点から木造

多層建築の援助を行っている。

・スウェーデン政府は、住宅産業の活性化の触媒として木造多層建築の部材のプレハブ

化を積極的に奨励。

・森林産業界では、木製品メーカーや建設業界と共同で木材の効率的、経済的な利用法

を模索し、より優れた工法の研究に対して援助。

○イギリス

北米の軽量枠組壁工法を採用し、木造多層建築を他の国よりも多く実現させている。

○カナダ

戸建て住宅の建築コストは、鉄骨造よりも木造の方が約１７％安く、保険料率が高くて

も（鉄骨造の５倍）、トータルでは木造の方が安くなる。

【諸外国の性能評価の状況】

○日本の木造大規模建築物の耐火認定に係る性能評価は、炉の中で３時間燃焼し、さらに

消火後３時間崩壊しないことが要求される。

ヨーロッパや北米諸国における耐火性能要求には、消火後３時間に関する項目はない。

○スウェーデンでは、構造部の遮熱性能を評価する「アディション・メソッド」という

方法がある。これは、日本の耐火性能評価方法に比べると簡易なものではあるが、木造

耐火構造の開発や断熱壁体の耐火性能を評価する上で、スクリーニングの手段としては

優れた方法だと言われている。
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都道府県がそれぞれの地域特性に応じて主体的に選挙区を
　設定できる制度となっていない。

現

状

【北海道の地域特性】
　・ 国土の２２％を占める広大な面積　 　・ 積雪寒冷という厳しい自然環境
　・ 少子高齢化の急速な進行　　　　　　　・ 大都市への人口の一極集中　等

課

題

地域が主体的に選挙区を設定できる仕組みの導入

北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲

目指すすがた

現状 提案

　都道府県議会議員の選挙区は、公職選挙法に定める一定の基準の
　範囲内で、都道府県議会が定めることとされている。

　【一定の基準の例】
　　　　　・ 選挙区は振興局又は市の区域
　　　　　・ 選挙区の人口が一定基準を下回った場合は強制的に合区
　　　　　・ 各選挙区の議員の数は人口に比例

　公職選挙法に定める一定の
　基準の範囲内で選挙区を設定

（基準例）
　・選挙区は振興局又は市の区域
　・選挙区の人口が一定基準を下回った
　　場合は強制的に合区
　・各選挙区の議員の数は人口に比例

1
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北
海
道
議
会
議
員
選
挙
に
お
け
る
選
挙
区
の
設
定
権
限
の
移
譲
〈
新
旧
対
照
表
〉

区
分

現
行

権
限

移
譲

後

イ
メ
ー
ジ
図

○
都
道
府
県
議
会
議
員
の
選
挙
区
は
、
公
職
選
挙
法
に
定
め
る
一
定
の
基
準
の
範
囲
内
○
北
海
道
議
会
議
員
の
選
挙
区
の
設
定
に
関
し
て
は
、
北
海
道
が
独
自
に
定
め
た
基
準

で
各
都
道
府
県
の
条
例
に
よ
り
規
定

に
基
づ
き
、
条
例
に
よ
り
規
定

公
職
職
選
挙
法
に
定
め
る
一
定
の
範
囲
内
で
選
挙
区
を
決
定

地
域
が
主
体
的
に
選
挙
区
を
設
定
で
き
る
仕
組
み
の
導
入

【
公
職
選
挙
法
に
定
め
る
主
な
基
準
】

■
選
挙
区
の
設
定
単
位

都
道
府
県
の
議
会
の
議
員
の
選
挙
区
は
、
郡
市
の
区
域
に
よ
る
。

た
だ
し
、
北
海
道
に
お
い
て
は
、
振
興
局
を
郡
と
み
な
す
。

公
職
選
挙
法
に
定
め
る
一
定
の
基
準
に
縛
ら
れ
る
こ
と
な
く

選
挙
区
を
設
定
で
き
る
権
限
を
移
譲

■
強
制
合
区

当
該
選
挙
区
の
人
口
が
、
当
該
都
道
府
県
の
人
口
を
当
該
都
道
府
県
の
議
会

の
議
員
の
定
数
を
も
っ
て
除
し
て
得
た
数
の
半
数
に
達
し
な
い
と
き
は
、
条

例
で
隣
接
す
る
他
の
都
市
の
区
域
と
合
わ
せ
て
一
選
挙
区
を
設
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

■
人
口
比
例
原
則

各
選
挙
区
に
お
い
て
選
挙
す
べ
き
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
の
数
は
、

人
口
に
比
例
し
て
、
条
例
で
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

都
道
府
県
が
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
に
応
じ
て
、

北
海
道
の
地
域
特
性
を
考
慮
し
た
定
数
配
分
や
選
挙
区
の
設
定

主
体
的
に
選

挙
区
を
設
定
で
き
る
制
度
と
な
っ
て
い
な
い
。

法
令
制
度

○
公
職
選
挙
法
第
１
５
条
等
に
お
い
て
、
都
道
府
県
の
議
会
の
議
員
の
選
挙
区
の
設
定
○
道
州
制
特
区
推
進
法
に
お
い
て
、
特
定
広
域
団
体
が
道
州
制
特
別
区
域
計
画
を
作
成

に
関
す
る
ル
ー
ル
を
規
定
し
て
い
る
。

し
た
と
き
は
、
都
道
府
県
の
議
会
の
議
員
の
選
挙
区
の
設
定
に
関
す
る
公
職
選
挙
法

の
規
定
を
適
用
し
な
い
旨
の
条
文
を
追
加
す
る
。
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資料４

答 申 案

第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲



・人口減少、少子高齢化が進む中、「観光」は交流人口の拡大に貢献し、新たな消費や雇用を生み出
すなど、地域の活性化を図る上で、ますますその重要性が高まっている。
・北海道観光を取り巻く環境は、長らく低迷する経済情勢や東日本大震災などの影響により、観光客
の入り込みが伸び悩むなど、厳しい状況が続いている。
・このような状況の下、団体型から個人型に推移している最近の旅行形態に応じて、地域資源を生か
した滞在型の観光地づくりなどに取り組むことで、本道の地域観光の魅力向上を図り、更に地域経済
の活性化につなげていくことが求められている。

現

状

・道内各地の地域観光の魅力向上を図る上で、特に個人型旅行客をターゲットとした地域発の着地型
旅行商品の充実が課題である。
・そのためには、地域を熟知した中小旅行業者等（観光協会、NPOなどを含む）が地元の観光資源を
生かした着地型旅行商品の企画・造成・販売に直接参入することが重要である。
・このような中小旅行業者等は第３種旅行業登録を取得する者が多いが、旅行業法の現行制度では、
第３種旅行業者自らが募集型企画旅行を実施できる区域が制限されていることから、地域独自の魅
力を生かした着地型旅行商品づくりの障壁となっている。

課

題

・観光圏内の第３種旅行業者の募集型企画旅行実施への参入機会が拡充されること
で、着地型旅行商品の充実による観光圏の魅力向上、更には、滞在型観光の促進に
つながることが期待できる。

・近年増加傾向にある個人型旅行客に向けた本道の着地型観光コンテンツの充実が、
地域への誘客を促進し、ひいては地域経済の活性化につながるものと期待できる。

目指すすがた

現　　状

道内において第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域の

決定権限の移譲を受け、本道観光の特性等に応じて緩和

（案）

提　　案

第
３
種
旅
行
業
者
の
実
施
区
域

①営業所の存する市町村及び
　　隣接市町村の区域内

②離島特例
～本土と一般旅客定期航路で
　　結ばれる離島

③半島特例
～本土と一般旅客定期航路で
　　結ばれる半島地域

③半島特例
～本土と一般旅客定期航路で
　　結ばれる半島地域

道
内
の
第
３
種
旅
行
業
者
の
実
施
区
域

①営業所の存する市町村及び
　　隣接市町村の区域内

②離島特例
～本土と一般旅客定期航路で
　　結ばれる離島

④北海道知事が移譲を受け
　た権限に基づき区域を拡大

本道観光の特性
等に応じた緩和

※想定例～道内において第３種旅行業者の募集型企画旅行の実施可能な区域を、現行制度の区域（①＋
　　　　　　　　　②＋③）に加え、観光圏整備法第８条第３項の国交大臣認定を受けた「観光圏」の区域内まで、

北海道知事の裁量により拡大（＋④）する。
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第
３
種
旅
行
業
者
の
募
集
型
企
画
旅
行
実
施
区
域
を
定
め
る
権
限
の
移
譲
＜
新
旧
対
照
表
＞
（
案
）

区
分

現
行

権
限

移
譲

後

イ
メ
ー
ジ
図

【
第
３
種
旅
行
業
者
が
募
集
型
企
画
旅
行
を
実
施
で
き
る
区
域
は
限
定
的
】

【
道
内
に
お
い
て
第
３
種
旅
行
業
者
の
募
集
型
企
画
旅
行
実
施
区
域
を
緩
和
】

○
現
行
制
度
に
お
い
て
、
第
３
種
旅
行
業
登
録
の
中
小
旅
行
業
者
等
（
観
光
協

○
第
３
種
旅
行
業
の
範
囲
の
う
ち
、
「
観
光
庁
長
官
の
定
め
る
区
域
」
に
つ
い

会
、
N
P
O
な
ど
を
含
む
）
は
、
募
集
型
企
画
旅
行
(
※
注
１
)
を
実
施
で
き
る
区
域

て
、
当
該
区
域
を
定
め
る
権
限
を
北
海
道
知
事
に
移
譲
す
る
こ
と
に
よ
り
、

が
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
地
域
独
自
の
観
光
資
源
等
を
生
か
し
た
、

道
内
の
第
３
種
旅
行
業
者
の
募
集
型
企
画
旅
行
の
実
施
区
域
を
、
北
海
道
知

着
地
型
旅
行
(
※
注
２
)
商
品
の
企
画
・
造
成
・
販
売
に
直
接
参
入
す
る
こ
と
が

事
が
本
道
観
光
の
特
性
等
に
応
じ
て
緩
和
（
拡
大
）
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

で
き
ず
、
本
道
観
光
の
魅
力
向
上
に
と
っ
て
も
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

第
３
種

①
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
及
び
隣
接
市
町
村
の
区
域
内

道
内
の

①
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
及
び
隣
接
市
町
村
の
区
域
内

旅
行
業

観
光
庁
長
官
の
定
め
る
区
域

第
３
種

北
海
道
知
事
の
定
め
る
区
域

者
の

②
離
島
特
例

旅
行
業

②
離
島
特
例

実
施

～
本
土
と
一
般
旅
客
定
期
航
路
で
結
ば
れ
る
離
島

者
の

～
本
土
と
一
般
旅
客
定
期
航
路
で
結
ば
れ
る
離
島

区
域

③
半
島
特
例

実
施

③
半
島
特
例

～
本
土
と
一
般
旅
客
定
期
航
路
で
結
ば
れ
る
半
島
地
域

区
域

～
本
土
と
一
般
旅
客
定
期
航
路
で
結
ば
れ
る
半
島
地
域

④
道
知
事
が
移
譲
を
受
け
た
権
限
に
基
づ
き
区
域
拡
大

※
注
１
「
募
集
型
企
画
旅
行
」
と
は
、
旅
行
業
者
が
、
旅
行
者
の
募
集

◇
道
知
事
の
裁
量
に
よ
る
区
域
拡
大
に
つ
い
て
は
、
本
道
観
光
の
特
性
等
に

の
た
め
に
、
あ
ら
か
じ
め
旅
行
の
計
画
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、

加
え
、
消
費
者
保
護
や
第
２
種
旅
行
業
者
と
の
競
合
回
避
な
ど
の
問
題
点

運
送
又
は
宿
泊
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
に
係
る
契
約
を
、
自
己

を
勘
案
の
上
、
観
光
圏
整
備
法
第
８
条
第
３
項
の
国
交
大
臣
認
定
を
受
け

の
計
算
に
お
い
て
締
結
す
る
行
為
。

た
「
観
光
圏
」
の
区
域
内
ま
で
の
範
囲
が
想
定
さ
れ
る
。

※
注
２
「
着
地
型
旅
行
」
と
は
、
旅
行
者
を
受
け
入
れ
る
地
域
(
着
地
)

◇
本
道
観
光
に
と
っ
て
期
待
で
き
る
効
果
等

側
が
、
地
域
の
観
光
資
源
を
基
に
し
た
旅
行
商
品
や
体
験
プ
ロ

・
観
光
圏
内
の
第
３
種
旅
行
業
者
の
募
集
型
企
画
旅
行
実
施
へ
の
参
入
機
会

グ
ラ
ム
を
旅
行
者
へ
提
供
す
る
旅
行
形
態
。

の
拡
充
→
着
地
型
旅
行
商
品
の
充
実
に
よ
る
観
光
圏
の
魅
力
向
上
→

滞
在
型
観
光
の
促
進

・
近
年
増
加
傾
向
に
あ
る
個
人
型
旅
行
客
に
向
け
た
着
地
型
観
光
コ
ン
テ
ン

ツ
の
充
実
→
地
域
へ
の
誘
客
促
進
→
地
域
経
済
の
活
性
化

法
令
制
度

○
第
３
種
旅
行
業
者
が
募
集
型
企
画
旅
行
を
実
施
で
き
る
区
域
は
、
「
営
業
所

【
特
区
提
案
】

の
存
す
る
市
町
村
及
び
こ
れ
に
隣
接
す
る
市
町
村
の
区
域
」
並
び
に
「
観
光

○
道
内
に
お
い
て
は
、
旅
行
業
法
施
行
規
則
第
１
条
の
２
第
３
号
の
「
観
光

庁
長
官
の
定
め
る
区
域
」
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。

庁
長
官
の
定
め
る
区
域
」
を
「
北
海
道
知
事
の
定
め
る
区
域
」
と
す
る
。

（
旅
行
業
法
施
行
規
則
第
１
条
の
２
第
３
号
）

○
こ
の
う
ち
「
観
光
庁
長
官
の
定
め
る
区
域
」
に
つ
い
て
は
、（
１
）
及
び
（
２
）
＜
旅
行
業
法
施
行
規
則
＞

の
い
ず
れ
も
満
た
し
た
場
合
の
、
第
３
種
旅
行
業
者
の
営
業
所
の
存
す
る
市

第
一
条
の
二

法
第
四
条
第
一
項
第
四
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
業
務

町
村
と
海
上
運
送
法
（
昭
和
２
４
年
法
律
第
１
８
７
号
）
に
よ
る
一
般
定
期

の
範
囲
（
以
下
「
登
録
業
務
範
囲
」
と
い
う
。
）
の
別
は
、
次
の
と
お
り
と
す

航
路
事
業
で
結
ば
れ
た
市
町
村
の
区
域
と
な
っ
て
い
る
。

る
。

（
観
光
庁
告
示
第
６
号
[
平
成
2
1
年
3
月
3
1
日
]
）
一
～
二

（
略

）
（
１
）
こ
れ
ら
の
区
域
が
同
一
の
都
道
府
県
内
又
は
隣
接
若
し
く
は
近
接
す

三
第
三
種
旅
行
業
務
（
法
第
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
行
為
の
う
ち
企

る
都
道
府
県
内
に
存
す
る
こ
と
。

画
旅
行
（
一
の
企
画
旅
行
ご
と
に
一
の
自
ら
の
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
（
特

（
２
）
こ
れ
ら
の
市
町
村
の
一
方
又
は
双
方
の
市
町
村
が
本
土
（
本
州
、
北

別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
区
域
、
こ
れ
に
隣
接
す
る
市
町
村
の
区
域
及

海
道
、
四
国
、
九
州
及
び
沖
縄
の
本
島
）
の
う
ち
半
島
の
地
域
又
は

び
観
光
庁
長
官
の
定
め
る
区
域
（
次
号
に
お
い
て
「
拠
点
区
域
」
と
い
う
。
）

離
島
（
本
土
に
付
属
す
る
島
）
に
存
す
る
こ
と
。

内
に
お
い
て
実
施
さ
れ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
実
施
に
係
る
も
の
以
外
の
も
の
）
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第
３
種
旅
行
業
者
の
募
集
型
企
画
旅
行
の
実
施
区
域
拡
大
の
検
討
に
つ
い
て
【
試
案
】

※
道
内
４
ブ
ロ
ッ
ク
圏
域
は
、
道
央
（
石
狩
、
空
知
、
後
志
、
胆
振
、
日
高
）、
道
南
（
渡
島
、
檜
山
）、
道
北
（
上
川
、
留
萌
、
宗
谷
）、
道
東
（
十
勝
、
網
走
、
釧
路
、
根
室
）
を
想
定

※
観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
：
地
域
資
源
を
活
用
し
た
着
地
型
旅
行
商
品
を
地
域
の
外
に
向
か
っ
て
販
売
す
る
た
め
の
窓
口
組
織

◆
Ｃ
観
光
圏
協
議
会

道
が
権
限
移
譲
を
受
け
、
ど
こ
ま
で
地
域
事
情
な
ど
を
勘
案
す
る
の
か
不
明
な
こ
と
か
ら
、
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
〔
当
該
団
体
は
第
２
種
旅
行
業
者
と
し
て
登
録
〕

◆
Ｂ
観
光
圏
協
議
会
〔
第
３
種
旅
行
業
者
〕

「
広
域
周
遊
」
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
が
課
題
と

な
っ
て
お
り
、
お
客
様
の
立
場
で
対
策
を
検

討
す
る
と
、
業
務
範
囲
拡
大
（
全
道
ま
で
区

域
拡
大
す
る
こ
と
が
お
客
様
目
線
に
お
い
て

合
理
的
）
が
有
効
か
つ
高
い
利
便
性
を
有
す

る
も
の
と
考
え
る

◆
Ａ
観
光
圏
協
議
会
〔
第
３
種
旅
行
業
者
〕

現
実
的
に
は
観
光
圏
内
ま
で
（
実
施
区
域
拡

大
が
）
可
能
に
な
れ
ば
良
く
、
そ
れ
に
よ
り

観
光
圏
の
メ
リ
ッ
ト
も
増
え
る
（
実
際
に
、

募
集
型
企
画
旅
行
を
手
が
け
て
い
る
が
、
観

光
圏
内
で
隣
接
し
て
い
な
い
町
と
の
旅
行
が

組
め
な
い
こ
と
が
ネ
ッ
ク
）

◆
旅
行
業
関
係
団
体

現
行
の
営
業
保
証
金
額
で
責
任

や
リ
ス
ク
を
考
え
る
と
、
第
３
種

の
業
務
エ
リ
ア
は
隣
接
市
町
村

ま
で
が
現
実
的

観
光
関
係

団
体
意
見

等

○
第
２
種
旅
行
業
者
と
の
競
合
が
生
じ
る
こ
と

は
必
至

○
消
費
者
保
護
の
面
で
重
大
な
リ
ス
ク
が
発
生

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
（
事
業
者
の
弁
済
能
力

や
営
業
保
証
金
の
範
囲
を
超
え
る
リ
ス
ク
発

生
の
お
そ
れ
）

○
第
２
種
旅
行
業
者
と
の
競
合
が
生
じ
る
お
そ

れ
が
あ
る

○
消
費
者
保
護
の
面
で
リ
ス
ク
の
増
大
が
確
実

○
ブ
ロ
ッ
ク
を
ま
た
ぐ
観
光
客
ニ
ー
ズ
に
は
対

応
で
き
な
い
（
例
：
上
川
・
十
勝
両
管
内
に

ま
た
が
る
ガ
ー
デ
ン
街
道
ツ
ア
ー
な
ど
）

○
当
該
区
域
設
定
は
合
理
的
理
由
や
法
的
な
明

確
性
に
欠
け
た
線
引
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
い

○
他
の
観
光
圏
と
の
連
携
な
ど
、
圏
外
に
及
ぶ

観
光
客
ニ
ー
ズ
に
は
対
応
で
き
な
い
（
例
：

上
川
・
十
勝
両
管
内
に
ま
た
が
る
ガ
ー
デ
ン

街
道
ツ
ア
ー
な
ど
）

○
本
道
特
有
の
「
広
域
周
遊
」
と
い
っ
た
観
光

客
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
が
十
分
と
は
言
え
な
い

○
広
大
な
面
積
を
有
す
る
本
道
の

観
光
の
魅
力
を
十
分
に
発
揮
で

き
な
い
（
着
地
型
観
光
の
推
進
に

十
分
に
つ
な
が
ら
な
い
）

○
観
光
圏
制
度
と
の
整
合
が
図
れ

な
い
（
観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ

ォ
ー
ム
の
窓
口
機
能
等
を
十
分
に
発

揮
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
な
い
）

デ
メ
リ
ッ
ト

○
本
道
特
有
の
「
広
域
周
遊
」
と
い
っ
た
観
光

客
ニ
ー
ズ
に
最
も
的
確
に
対
応
が
可
能

○
中
小
事
業
者
も
着
地
型
旅
行
商
品
の
造
成
・

販
売
に
よ
り
参
入
し
や
す
く
な
る

○
ひ
い
て
は
、
観
光
客
の
旅
の
選
択
肢
が
増
え
、

本
道
観
光
の
魅
力
向
上
に
つ
な
が
り
得
る

○
本
道
特
有
の
「
広
域
周
遊
」
と
い
っ
た
観
光

客
ニ
ー
ズ
に
あ
る
程
度
の
対
応
が
可
能

○
中
小
事
業
者
も
着
地
型
旅
行
商
品
の
造
成
・

販
売
に
参
入
し
や
す
く
な
る

○
ひ
い
て
は
、
観
光
客
の
旅
の
選
択
肢
が
増
え
、

本
道
観
光
の
魅
力
向
上
に
つ
な
が
り
得
る

○
消
費
者
保
護
の
面
で
リ
ス
ク
を
一
定
程
度
の

範
囲
内
に
抑
え
る
こ
と
が
で
き
る

○
第
２
種
旅
行
業
者
と
の
あ
る
程
度
の
棲
み
分

け
は
可
能

○
観
光
圏
制
度
と
の
整
合
が
図
れ
る
（
観
光
地

域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
窓
口
機
能

等
を
最
大
限
に
発
揮
す
る
こ
と
が
可
能
と
な

る
）

○
観
光
圏
の
魅
力
向
上
（
着
地
型
観
光
の
推
進
）

に
つ
な
が
り
得
る
〈
別
紙
イ
メ
ー
ジ
図
参
照
〉

○
消
費
者
保
護
の
面
で
リ
ス
ク
を

最
小
限
に
抑
え
る
こ
と
が
で
き

る

○
第
２
種
旅
行
業
者
と
の
競
合
が

生
じ
る
可
能
性
が
小
さ
い

メ
リ
ッ
ト

〈
試
案
３
〉
道
内
全
域

〈
試
案
２
〉
道
内
４
ブ
ロ
ッ
ク
圏
域

（
道
央
、
道
南
、
道
北
、
道
東
）

〈
試
案
１
〉
各
観
光
圏
内

（
観
光
圏
整
備
法
に
基
づ
く
国
の
認
定
を
受
け
た

観
光
圏
＝
い
わ
ゆ
る
広
域
観
光
圏
の
区
域
内
）

小
大

現
行
制
度

実
施

区
域

区
分

営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
及
び
隣

接
市
町
村
＋
観
光
庁
長
官
が
定
め

る
区
域
内
（
離
島
・
半
島
特
例
）

実
施
区
域
緩
和
の
度
合
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農
業
体
験

食
・
グ
ル
メ

温
　
泉

自
然
景
観

博
物
館

史
　
跡

テ
ー
マ
パ
ー
ク

ア
ウ
ト
ド
ア
体
験

赤
太
線
内
　
　
　
：

X
観
光
圏

黒
太
線
内
　
　
　
：
第
３
種
実
施
区
域

内
：
主
な
観
光
資
源

◇
現
行
制
度
〔
旅
行
業
法
施
行
規
則
第
１
条
の
二
第
三
号
〕

○
第
３
種
旅
行
業
者
が
募
集
型
企
画
旅
行
を
実
施
で
き
る
区
域
は
、

①
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
及
び
隣
接
市
町
村

②
観
光
庁
長
官
の
定
め
る
区
域
内
（
離
島
特
例
・半
島
特
例
）

に
限
定
さ
れ
て
い
る

○
左
図
の
ケ
ー
ス
で
は
、
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村
（
Ａ
市
）
及
び
隣
接
市
町
村

（
Ｂ
町
、
Ｃ
町
、
Ｄ
町
、
Ｅ
町
、
Ｆ
町
、
Ｉ町
）の
区
域
内
に
お
い
て
第
３
種
旅
行
業

者
に
よ
る
募
集
型
企
画
旅
行
の
実
施
が
可
能
で
あ
る
が
、
Ｘ
観
光
圏
の
区
域

内
（構
成
団
体
）
で
あ
っ
て
も
、
Ａ
市
に
隣
接
し
て
い
な
い
Ｇ
村
、
Ｈ
市
へ
の
募

集
型
企
画
旅
行
の
実
施
は
不
可

道
へ
の
権
限
移
譲
（
観
光
庁
長
官
の
実
施
区
域
を
定
め
る
権
限
を
知
事
に
移
譲
）

◇
実
施
区
域
の
拡
大
〔
北
海
道
知
事
が
定
め
る
区
域
を
観
光
圏
整
備
法
第
８
条

第
３
項
の
国
交
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
観
光
圏
内
に
拡
大
〕

○
北
海
道
知
事
の
権
限
に
よ
り
、
第
３
種
旅
行
業
者
に
よ
る
募
集
型
企
画
旅
行

の
実
施
可
能
な
範
囲
を
、
現
行
制
度
の
区
域
（
①
営
業
所
の
存
す
る
市
町
村

　
　
　
及
び
隣
接
市
町
村
＋
②
離
島
・半
島
特
例
区
域
）
に
加
え
、
観
光
圏
の
区
域

内
（
左
図
の
ケ
ー
ス
で
は
Ｇ
村
、
Ｈ
市
）ま
で
拡
大
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る

◎
実
施
区
域
の
拡
大
（
権
限
移
譲
）に
よ
り
期
待
で
き
る
効
果
等

観
光
圏
内
全
域
で
の
観
光
資
源
の
活
用
（
例
：Ｇ
村
の
ア
ウ
ト
ド
ア
体
験
、
Ｈ
市
の

テ
ー
マ
パ
ー
ク
を
活
用
し
た
募
集
型
企
画
旅
行
の
販
売
・
実
施
）が
可
能
と
な
る

こ
と
に
よ
り
、
観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
窓
口
機
能
等
を
最
大
限
に

発
揮
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
い
わ
ゆ
る
オ
プ
シ
ョ
ナ
ル
ツ
ア
ー
の
充
実
に
よ
り

観
光
圏
の
魅
力
向
上
（着
地
型
観
光
の
推
進
）
に
つ
な
が
る
こ
と
な
ど
が
期
待
で

き
る

〈
想
定
さ
れ
る
例
〉

　
近
年
、
旅
行
会
社
の
フ
リ
ー
プ
ラ
ン
ツ
ア
ー
利
用
や
個
人
で
の
直
接
手
配
に
よ
る

　
旅
行
形
態
が
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
観
光
客
な
ど
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
、

　
観
光
圏
内
の
観
光
資
源
を
最
大
限
活
用
し
た
オ
プ
シ
ョ
ナ
ル
ツ
ア
ー
を
現
地
で

　
企
画
・
販
売
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

市
町
村
名

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ｄ

Ｅ
Ｆ

Ｇ
Ｈ

Ｉ

Ｘ
観
光
圏

○
○

○
○

○
○

○
○

×

第
３
種

実
施
区
域

（
現
行
）

○
○

○
○

○
○

×
×

○
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浦
幌

枝 幸

小
平

留
萌
市

増
毛

沼
田

日
高

清
水

幕
別

芽
室 帯
広
市

内
中
　
札

更
別

大
樹

広
尾

え り も

様
似

浦
河

鹿 追
南
富
良
野

占
冠

平
取

む か わ
厚
真

夕
張
市

長
沼

恵
庭
市

札
幌
市

京
極

由 　
仁

苫
小
牧
市

白
老

登
別
市

共
和

蘭
越

真
狩

留
寿
都 壮
瞥

伊
達 市

豊
浦

伊
達
市

厚 沢 部
江
差

上
ノ
国

知
内

稚
内
市

猿
払

浜
頓
別

興
部

紋
別
市

豊
富

幌
延

天
塩 遠
別

中 川

中
頓
別

音
威

子
府

初 山 別

羽
幌

苫
前

石 狩 市

幌 加 内

名
寄
市
下
川

西 興 部

滝
上

鷹 栖

旭
川
市

新
十 津
川

当 別
月
形

赤
平

市

美
唄
市

三
笠
市

岩
見
沢
市

比 布

愛
別

当
麻

上
川

遠
軽

湧 別
佐
呂

間
網
走
市

北
見
市

置
戸

訓 子 府

美
幌

羅 臼

標
津

清
里

中
標
津

厚
岸

弟
子
屈

津
別

陸
別

鶴
居

釧 路

足
寄

上 士 幌

士
幌

池
田

東
川

東
神
楽

美
瑛

新
得

音
更

新
ひ
だ
か

新
冠

栗
山

室
蘭
市

積 丹
神
恵
内

泊

岩
内

寿
都 黒
松
内

島
牧

今
金

せ た な

八
雲

乙
部

奥 尻
森

鹿
部

七
飯

北
斗
市

福
島

松
前

礼 文

利 　
尻

利
尻
富
士

剣
淵

和
寒

奈
井
江

浦 臼
上
砂
川

歌
志
内
市

滝
川

市

深 川 市

芦 別 市

砂 川 市

函
館
市

大
空

日
高

士
別
市

秩
父
別

妹
背
牛

雨
竜

美
深

雄
武

豊
頃

本
別

白
糠

別
海

根
室
市

標
茶

浜
中

余
市

古 平

赤
井
川

仁
木

倶
知
安

木
古
内

洞
爺
湖

小
樽
市

長 万 部

喜 茂 別

江
別
市

中
富
良
野

上
富

良
野

釧
路
市

釧
路
市

斜
里

ニ セ
コ

北
広
島
市

安 平

南
幌

小 清 水

富
良
野
市

千
歳
市

新 篠 津

凡
例
・・
・
観
光
圏
区
域

・
・・
観
光
圏
協
議
会
　

事
務
局
所
在
地

　
　
　
・・
・第
３
種
旅
行
業
者

　
　
　
の
募
集
型
企
画

旅
行
実
施
区
域

　
　
（上
記
事
務
局
所
　
　
　

　
　
　
　
　
　
在
地
の
隣
接
市
　
　
　

　
　
　
　
　
　
町
村
）

・・
・第
３
種
旅
行
業
者

の
募
集
型
企
画

旅
行
の
実
施
区
域

拡
大
（観
光
圏
内

に
お
い
て
事
務
局

所
在
地
と
隣
接
し

な
い
市
町
村
）
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道州制特区提案の検討に向けたアンケート調査及び旅行業関係団体への説明の結果について

１．第２種旅行業者へのアンケート調査

■調査方法：文書によるアンケート調査

■調査時期：平成２５年２月８日～２月２０日

■調査対象：道内の３観光圏（「富良野・美瑛広域観光圏」「はこだて観光圏」「北海道登別洞爺広域観光圏」）の

区域内に営業所を有する第２種旅行業者 計１６社

（内訳：富良野・美瑛→２社、はこだて→７社、登別・洞爺→６社、複数観光圏重複→１社）

◇当該調査については、別添１の試案１が実現した場合に一定程度の影響等が想定される、

上記の３観光圏に絞って実施

◇アンケート調査票は調査対象である各第２種旅行業者の本社あてに送付

■回 答 数：２社（回収率１２．５％）

■回答内容：賛同１社、反対１社（詳細については、次のとおり）

※上表以外の１４社については無回答（特に意見等が無かったものとして取り扱うこととしている）。

２．旅行業関係団体への説明

■説明方法等：旅行業関係の２団体を訪問し説明

■説明時期：平成２５年２月（上記１．のアンケート調査の前後にそれぞれ１回説明）

■説明結果の概要

○先に（平成２４年１１月）、旅行業関係団体から指摘させてもらった問題点などについては、その後、道の

方でもよく理解していただいているものと感じる。

○試案１の「各観光圏内」であれば、第２種旅行業者への影響も大きくないのではないかと思われる。

○くれぐれも試案１より実施区域を拡大することがないようにしてもらいたい。

○このような議論をきっかけに、第３種旅行業者も新たな事業に参入し、地域の観光を振興する意欲を持っ

てもらいたい。そういう点では、意味のある提案だと思う。

当社は、費用をかけて２種旅行業の登録をし、地域から発信の近隣を含んだ広

域観光を企画して実施しております。

また、莫大な費用をかけ、ネットから手配できるシステムを構築しております。

３種と２種が似たような業務ができることにより、２種旅行業の必要性が薄れ、

競合し影響が及ぶことは免れません。

２種旅行業が、大手の代売に依存することなく、自らの地域の着地型広域旅行

を企画発信していくことは、とても重要なことだと考えております。

よって、現状の案には、反対とし、中抜けにならないよう（いずれにしても）

２種旅行業者にも配慮した支援策が必要と考えられます。

本社：函館市はこだて観光圏

この提案については賛同します。

現状の道内第２種の業者と競合することはないでしょう。

ただし、現状では、「絵に描いた餅」です。現状では、このような仕事をでき

る「スキル」を持っている方がいません。

①地元の観光業者（宿泊、体験、食事等）との連携及び調整能力があるか

②道内及び国内の地域を活かした観光について、基本的な情報、知識を持って

いるか

③マーケットに対し、パイプ（特に大手エージェント）を持っているか

④宿泊業界、キャリア、エージェント等の基本的な業務知識を持って

いるか ・・・等が必要です。

現状では、道内１種、２種の業者の中でも、地域のプラットフォームを構築で

きる人材はいません。

既に活動されている箇所もトラブルは多いと思います。提案するだけでなく、

「人材育成」も並行して考えて行かないと、実現は難しいと思います。

本店：札幌市

支店：函館市

はこだて観光圏

回 答 内 容回答者所在地観光圏
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一般社団法人全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）北海道支部からの意見について

１．提案検討等の経緯

○提案検討項目「第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲」について

は、平成２４年１１月以来、全国旅行業協会北海道支部をはじめ、関係団体等とも意見交換

などを行いながら、提案内容について調整・整理等を行ってきた。

○当該提案については、全国旅行業協会北海道支部などから、消費者保護や第２種旅行業

者との競合などの問題点が指摘されたことから、北海道知事への権限移譲後に、実施区域

の拡大を行う範囲については、観光圏整備法第８条第３項の国土交通大臣の認定を受けた

「観光圏」の区域内までを想定した提案とすることで、全国旅行業協会北海道支部をはじめと

する関係団体・旅行業者等の一定の理解を得ていた。

○本年３月２８日に開催された第５１回提案検討委員会において、当該提案について審議の結

果、当事務局（道地域主権局）に対して答申案の作成について指示があったことから、第５２

回提案検討委員会における議事事項として、事務局から提出した整理案（資料〇）を審議の

対象とすることとした。

〇第５２回提案検討委員会の会議資料（整理案）の取りまとめに先立ち、再度、全国旅行業協

会北海道支部の事務局に対し、提案内容の説明を行い、整理案の内容確認の依頼を行っ

てところ、本年４月３０日に同支部事務局から当事務局あてに次の「２．全国旅行業協会北海

道支部の意見の概要」のとおり電話連絡があった。

２．全国旅行業協会北海道支部の意見の概要

〇平成２４年６月頃、旅行業に係る国の規制緩和に伴い、旅行業者の新たな種別として「地域

限定旅行業」の創設が検討されていた際に、この「地域限定旅行業」の業務範囲は限定的

（営業所の存する市町村及びその隣接市町村等の区域内に限定した募集型・受注型企画

旅行及び手配旅行）であるが、登録要件が緩和（営業保証金１００万円＋基準資産１００万

円）されていることから、既存旅行業者等への影響などが懸念され、全国旅行業協会におい

ても、協会への加盟を認めるか否か、その是非について議論があったところ。

〇結局、国は、平成２４年１２月の旅行業法施行規則の改正により、「地域限定旅行業」を検

討案どおりに創設し、本年４月１日から施行することとなったことから、全国旅行業協会として

も、年会費の金額などを決定し、正式に旅行業の一つとして、協会への加盟を認めることと

なった。

〇このように「地域限定旅行業」がスタートすることで、国による旅行業の規制緩和が実際のも

のになってみると、その上更に北海道において、道州制特区制度を使って、規制緩和を進め

ていくことについては、既存事業者への影響や旅行者（消費者）保護の危うさ等から、全国旅

行業協会北海道支部としては、①旅行業務の適正な運営の確保、②旅行業務に関する取

引の公正の確保など、法定業務上も反対の立場をとらざるを得ないと判断した。

〇全国旅行業協会北海道支部としては、道州制特区制度の活用によって、観光資源の更なる

魅力作りや新たな観光資源の発掘につながる提案をお願いする次第である。
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旅 行 業 登 録 制 度 の 概 要

１ 旅行業の登録

旅行業法では ①報酬を得て ②旅行業務を取り扱い ③事業として行う者は、観光庁長官又は都道府

県知事の登録を受けなければならないと定められている。

※旅行業務とは‥‥運送・宿泊サービスの代理・媒介等をすること

［旅行業務に該当しない事例］

・運送・宿泊以外のサービスのみを旅行者に提供するもの（プレイガイド、ガイド等）

・運送事業者が行う日帰旅行

・運送機関の代理人として発券する業務のみを行う場合(航空運送代理店、バス等回数券販売所)

・・・など

２ 旅行業の種別等

業 務 範 囲 登 録 要 件

区 分 登録行政庁 企画旅行（注１） 手配 営 業 旅行業務取扱

種 別 〔 申 請 先 〕 募 集 型 受注型 旅行 保証金 基準資産 管理者の選任

海 外 国 内 （注２） （注３）

第１種 観光庁長官 ○ ○ ○ ○ 7000万 3000万 必 要

旅 (1400 万)

主たる営業所の

行 第２種 所在地を管轄する × ○ ○ ○ 1100万 700万 必 要

都道府県知事 ( 220 万)

業 主たる営業所の △

第３種 所在地を管轄する × ( 隣接市 ○ ○ 300万 300万 必 要

者 都道府県知事 町村等 ) ( 60 万)

地域限定 主たる営業所の △ △ △

H25.4.1 所在地を管轄する × ( 隣接市 ( 隣接市 ( 隣接市 100万 100万 必 要

新 設 都道府県知事 町村等 ) 町村等 ) 町村等 ) ( 20 万)

主たる営業所の

旅行業者代理業 所在地を管轄する 旅行業者から委託された業務 不要 － 必 要

都道府県知事

（注１）「企画旅行」とは、旅行業者が、あらかじめ（募集型）又は旅行者からの依頼により（受注型）、

旅行に関する計画を作成するとともに、運送又は宿泊サービスの提供に係る契約を、自己の計算

において締結する行為。

・募集型企画旅行‥‥旅行業者が、旅行者の募集のためにあらかじめ旅行の計画を作成するもの

・受注型企画旅行‥‥旅行業者が、旅行者からの依頼により旅行計画を作成するもの

（注２）「手配旅行」とは、旅行業者が、旅行者の依頼により、旅行者が運送・宿泊機関等のサービスの

提供を受けることができるように、旅行者のために代理、媒介又は取次をする契約。

（注３）旅行業者が、旅行業協会に加入している場合は、営業保証金（上段）の５分の１の金額（下段）

を弁済業務保証金分担金として協会に納付することにより、営業保証金の供託が不要。
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